
平成29年度 地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業 

実施に係る留意事項（共通部分） 

 

 平成29年度地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業の実施については、平成29年度地方創生に

向けて“がんばる地域”応援事業実施要綱（以下「要綱」という。）とともに、次の事項に留意して

ください。  

 

第１ 助成対象事業 

１ 要綱第１の「地域団体等」とは、概ね次に掲げるものをいいます。 

（１）地域づくり団体（地域づくり団体全国協議会に登録しているもの） 

（２）ＮＰＯ・ボランティア団体 

（３）各種協議会、地域の自治組織 

（４）商工会議所、商工会、農業協同組合、観光協会、森林組合又は漁業協同組合 

２ センターの他の助成事業で補助対象とする事業は、本事業の対象外となります。 

 

第２ 助成対象経費 

 助成対象経費は、助成対象団体が実施する事業費、事業を実施する地域団体等に対して助成対象団体が行

う補助に要する経費とします。ただし、事業実施主体が市町村等、地域団体等いずれの場合も対象事業経費

は概ね次のようなものとします。 

項目 細目及び説明 

報償費 講師、コーディネーター等に係る謝金 

旅費 事業実施に係る費用、講師等への費用弁償 

需用費 消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕費、図書購入費、燃料費、 

食糧費（会議の飲料等） 

※イベント実施時の講師・スタッフに係る弁当代等は食糧費として 

認めます。懇親会や親睦会に係る費用は対象外。 

役務費 通信運搬費、損害保険料、広告料 

委託料 事業実施に係る費用（内容及び費用の内訳を明示すること。） 

使用料及び賃借料 会場借上料、物品等の賃貸・リース・レンタルに係る費用 

工事請負費 当該事業に関連して継続して使用するものに係る費用 

備品購入費 当該事業に継続して使用するものに係る費用 

 

第３ 助成申請の手続 

助成申請書(様式第 1 号)には、自己評価シート（別紙③－１,③－２のいずれか）、企画書、地域団体等の

活動内容及び構成員を示す資料、対象事業に係る経費（収支）の内訳を示す資料等、助成対象団体の歳入歳

出予算書のうち助成対象事業に関する部分の写し又は予算計上の手続をとる旨の確約書等を添付してくだ

さい。 

 

第４ 共同実施の手続 

二以上の市区町村が共同で事業を行う場合の事務の流れは次のとおりです。 



１ 助成申請（変更・中止承認申請もこれに準じてください。） 

代表市区町村は、共同で事業を行う市区町村の同意書（様式第３号）を取りまとめのうえ、助成申請書（様

式第１号）、代表市区町村同意書（様式第２号）とともに都道府県に提出してください。 

２ 助成の決定（額の確定もこれに準じてください。） 

センターは助成申請書の内容を審査し、その結果を、都道府県を経由して市区町村に通知します。（共同申

請の場合も関係する市区町村全てに通知します。） 

３ 実績報告 

代表市区町村は実績報告書（様式第５号）を、都道府県を経由してセンターに提出してください。（共同で

事業を行う市区町村は報告書の提出の必要はありません。） 

４ 助成金の支払い 

代表市区町村の指定口座に振込みを行います。 

 

第５ 助成対象事業の内容変更 

 変更承認申請が必要な場合は以下のとおりです。 

 １ 事業計画に変更がある場合 

 ２ 事業の変更により助成額に減額が生じる場合 

助成対象事業の内容を変更する場合には、必ず事前にセンターの承認を受けてください。事前に変更承認

を受けていない場合、または変更により当該事業が採択された趣旨から逸脱すると判断された場合は、変更

承認を受けられない、あるいは助成額が減額になることがありますので留意してください。 

 

第６ 実績報告 

要綱第９で提出した実績報告書の内容は、センターが運営するホームページに掲載しますので、事業の実

績及び成果が明確に確認できるよう作成してください。 

 

第７ その他の留意事項 

１ 助成対象団体及び地域団体等は、事業成果について各種媒体を通じて積極的に広報するように努めてく

ださい。 

２ 当センターが主催する人材養成事業に参加する団体が申請する場合、助成決定の審査時に一定の配慮を

することがあります。 

３ 各助成対象団体につき１事業の申請としてください。 



平成29年度 地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業 

ア 地方創生伴走型応援事業実施に係る留意事項 
 

 要綱別表の第１欄に定める事業区分のうちア地方創生伴走型応援事業の実施については、要綱及び平成 29

年度 地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業実施に係る留意事項（共通部分）とともに、次の事項に

留意してください。 

 

第１ 助成対象事業 

 要綱別表の第１欄に定める事業区分ア地方創生伴走型応援事業とは、センター役職員の助言を受けて次に

揚げる要素を含む（一つ又は複数）事業の企画、立案を行うとともに、当該事業を推進する人材の育成に取

り組むものをいいます。なお、企画、立案を経た事業実施に係る費用についても助成対象に含むものとしま

す。 

（１）集落の維持活性化、コミュニティビジネスによる小さな地域経済循環の創造 

（２）子ども・女性・若者・シニア等が活躍する地域づくり 

（３）食料・エネルギーの地産地消等、地域内支え合いの仕組みづくり 

（４）その他、地方創生に向けた地域ぐるみの取組 

※具体的な事業の例示については、(別紙１)参考例を参照ください。 

２ 前項の「センター役職員の助言」とは、概ね次に掲げるものをいいます。 

（１）事業実施に関わる助言 

（２）専門のアドバイザーの紹介 

３ 事業実施上の重要事項については、次の者による検討の場を設け協議を行うものとします。 

（１）センターの役職員（人選はセンターにて行う。） 

（２）貴市区町村の関係部門 各担当者 

（３）住民、地元の関係者等 

 

第２ 助成対象経費 

１ 原則として、委託料、備品購入費及び工事請負費の合計額が助成申請額の３分の２を超えないこととし

ます（事業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

２ 原則として、委託料、備品購入費又は工事請負費のいずれかの額が助成申請額の２分の１を超えないこ

ととします（事業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

３ 第１の３の検討の場に参加する者（随行者を除く。）に係る旅費等については、助成対象経費に含むもの

とします。 

 

第３ その他の留意事項 

 助成事業の採択にあたっては、他に見られない先駆的・独創的な事業を優先し、全体事業費に対して委託

料の割合が高い事業については、事業内容によっては優先順位を低くするものとします。 



平成29年度 地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業 

イ 地域経済循環分析事業実施に係る留意事項 

 

 要綱別表の第１欄に定める事業区分のうちイ地域経済循環分析事業の実施については、要綱及び平成 29

年度 地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業実施に係る留意事項（共通部分）とともに、次の事項に

留意してください。 

 

第１ 助成対象事業 

 要綱別表の第１欄に定める事業区分イ地域経済循環分析事業とは、センター役職員の助言を受けて地域経

済の循環構造に係る分析（原則として地域経済の生産・分配・支出の三側面のうち複数の側面から分析を実

施するもの）を行うとともに、その結果に基づき地域経済の活性化に向けた施策の方向性案を検討するもの

をいいます。 

※地域経済の循環構造に係る分析と具体的な事業の例示については、(別紙１)参考例を参照ください。 

２ 前項の「センター役職員の助言」とは、概ね次に掲げるものをいいます。 

（１）地域経済循環分析に関する基礎的な解説 

（２）分析の手順や分析結果の解釈に関する助言 

（３）分析を基にした計画・施策の策定に必要な助言 

３ 事業実施上の重要事項については、次の者による検討の場を設け協議を行うものとします。 

（１）センターの役職員（人選はセンターにて行う。） 

（２）貴市区町村の関係部門 各担当者 

（３）住民、地元の関係者等 

 

第２ 助成対象経費 

１ 原則として、備品購入費及び工事請負費の合計額が助成申請額の３分の２を超えないこととします（事

業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

２ 原則として、備品購入費又は工事請負費のいずれかの額が助成申請額の２分の１を超えないこととしま

す（事業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

３ 第１の３の検討の場に参加する者（随行者を除く。）に係る旅費等については、助成対象経費に含むもの

とします。 

 

第３ その他の留意事項 

 助成事業の採択にあたっては、地域経済循環分析を実施する上での重点事項が明確に整理されている事業

を優先するものとします。 



平成29年度 地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業 

ウ 一般事業実施に係る留意事項 

 

 要綱別表の第１欄に定める事業区分のうちウ一般事業の実施については、要綱及び平成 29 年度 地方創生

に向けて“がんばる地域”応援事業実施に係る留意事項（共通部分）とともに、次の事項に留意してくださ

い。 

 

第１ 助成対象事業 

 要綱別表の第１欄に定める事業区分ウ一般事業とは、次に揚げる要素を含む（一つ又は複数）ものをいい

ます。 

（１）集落の維持活性化、コミュニティビジネスによる小さな地域経済循環の創造 

（２）子ども・女性・若者・シニア等が活躍する地域づくり 

（３）食料・エネルギーの地産地消等、地域内支え合いの仕組みづくり 

（４）その他、地方創生に向けた地域ぐるみの取組 

※具体的な事業の例示については、(別紙１)参考例を参照ください。 

 

第２ 助成対象経費 

１ 原則として、委託料、備品購入費及び工事請負費の合計額が助成申請額の３分の２を超えないこととし

ます（事業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

２ 原則として、委託料、備品購入費又は工事請負費のいずれかの額が助成申請額の２分の１を超えないこ

ととします（事業実施主体が市町村等・地域団体等の場合共通）。 

 

第３ その他の留意事項 

 助成事業の採択にあたっては、他に見られない先駆的・独創的な事業を優先し、全体事業費に対して委託

料の割合が高い事業については、事業内容によっては優先順位を低くするものとします。 



（別紙１） 

参 考 例 

 

平成 29 年度地方創生に向けて“がんばる地域”応援事業の助成対象となる事業の参考例を以下に示します。 

 なお、以下に示すものはあくまでも参考例でしかありません。これらをそのまま、あるいは手直しして申請

しても必ずしも採択されるものではありませんので、幅広く捉えてください。 

 

ア 地方創生伴走型応援事業 及び ウ 一般事業 

 

例：（１）集落の維持活性化、コミュニティビジネスによる小さな地域経済循環の創造 

● 空き家を改修したコミュニティスペース等を設置し、集落における共同体機能の強化と地域内住民の交

流を図るとともに、そこで地元農産物を使った飲食店を開業することで雇用を創出し、高齢者や引きこ

もりがちな若者等が担い手として活躍できる場を作るとともに、地域で資源・資金が循環するビジネス

モデルを構築する。 

 

例：（２）子ども・女性・若者・シニア等が活躍する地域づくり 

● 女性目線での地域ビジネスを起業するため、商店街の空き店舗をレストランとして改修し、レストラン

運営、新規商品開発、一人暮らしの高齢者への声掛けを兼ねた弁当宅配等を行うことにより、雇用創出、

食育・地域福祉の推進、子育てママの活動支援を図る。 

 

● 子供達が自らの暮らす地域のことを考える「未来の地域づくりを担う人材育成講座」を開催するととも

に、地域おこし協力隊や学生が地域資源を活かした商品開発や観光プランを企画・実践することで、子

供・若者が地域に誇りと愛着を持ちつつ主体的に参画する地域づくりを図る。 

 

● 多様な地域住民が参加し、子ども達とともに伝統芸能の継承など、芸術・文化・スポーツを通じた活力

ある地域づくりを行う。 

 

例：（３）食料・エネルギーの地産地消等、地域内支え合いの仕組みづくり 

● 間伐材等の林地残材を原料とする木質チップをボイラー燃料で販売し、農作物を直売所で販売・福祉施

設等で利用することで、林地環境の整備、雇用創出、二酸化炭素排出量の削減を図り、エネルギーや食

料の地産地消の仕組みを構築する。 

 

● 人口減少が進む地域で支援を必要とする人への生活支援を行うため、担い手として高齢者、障がい者、

若者などの多様な住民が参加する地域内支え合いの仕組みづくりを行う。 

 

なお、ア地方創生伴走型応援事業にあっては、事業を推進する人材を対象とした人材育成の取組を併せて

実施することとしますが、下記のような取組を行うことを想定しています。 

・ 事業に関連したテーマについての知見を有する講師による勉強会の実施 

・ 各種団体等が実施する研修会への参加 

・ 当センターが主催する人材養成事業への参加（ただし、参加に当たり当センターに対して支払う費用は、

助成対象経費から除きます。） 

 

イ 地域経済循環分析事業 

 

● 基礎的生活圏（旧市町村ベース等）において、地元大学や専門機関と連携して、家計・企業を対象にア

ンケートやヒアリングを行うことにより、食料やエネルギー等の調達の実態把握や販売拡大（増産）可

能な商品等についての調査を行う。その結果をもとに、地域内調達を増加させることによる経済効果を

検証し、効果的な仕組みづくり（案）を作成する。 



 

● 市町村ベースにおいて、経済循環構造の分析に当たって RESAS 等では把握できない部分について、専

門機関へ情報収集・分析を依頼し、より詳細なデータを作成。その結果をもとに、地域外に商品を売る

ためにどうしたらよいのか、また地域内調達を増加させるためにできることはないか等の課題について、

商工会議所等を交えて意見交換を行い、企業間連携のあり方を検討、そのために必要な支援策（案）を

作成する。 

 

● 住民の生活範囲が複数の基礎自治体をまたがっている広域経済圏において、各産業の強み・弱みを把握

するための産業連関表等の必要データや、地域において望ましい経済構造は何か、物流拠点をどこにお

けば効果的かなどのシミュレーションの作成を専門機関に委託する。それを基に、商工会議所等を交え

て、競争力強化のための効果的な手法を検討し、自治体連携によるプロジェクト（案）を作成する。 

 

なお、地域経済循環分析については以下のとおりです。 

 

・地域経済循環分析とは 

従来のような生産・販売分野の限定的な分析だけではなく、地域経済の生産・分配・支出の三側面を観察

し、所得の発生や流出入の構造を俯瞰することにより分析を行うこと。地域社会の基盤である地域経済の基

本的構造を理解し、現状・課題を正確に認識することにより、的確な政策や施策の立案・実行に資すること

ができる。 

 

【図 地域経済循環分析のイメージ】 

 

 置賜 の所得循環構造

付加価値（GRP)＝ 億円 1,121 億円流入

従業者1人当たり付加価値 13 億円流入 1,107 億円流入

　第1次産業 万円 6,862 億円
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「その他所得」が流入しているのは、 

年金等の財政移転の影響かな？ 

投資が域外に流出してしまって

いてもったいないね。 

 
域外からの仕入れが多いようだね。

どうしたらいいだろう？ 

○○市 


